
ふるさと財団では、①自治体と民間事業者の共創を通じ、地域課題の解決や地域活性化を推進
②自治体の情報発信の充実 ③ふるさと財団の地方創生の取組に共感するファン層の形成を行うこと
を目的として、本年10月にふるさと財団の会員制度（ふるさと共創プレイス）を創設します。
連携省庁：総務省地域力創造グループ、農林水産省農村活性化推進室（「農山漁村」経済・生活環境創生プラットフォーム）

自治体の先進的な地方創生の事例紹介

ふるさと財団の様々な媒体（以下の①～③）を通じて最新情報を取得できます。
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